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航空事故調査報告書 

 
令和８年６月５日 

運輸安全委員会（航空部会）議決 
委 員 長  李 家 賢 一（部会長） 
委   員  髙 野   滋 
委   員  堂 園 正 人 
委   員  早 田 久 子 
委   員  津 田 宏 果 
委   員  松 井 裕 子 

 
所属 アカギヘリコプター株式会社 

型式、国籍登録記号 ベル式２１２型（回転翼航空機）、ＪＡ９６１７ 

事故種類 荷つり作業中における地上作業員の負傷 

発生日時 令和７年９月２日 １０時３０分頃 

発生場所 福島県南会津郡檜枝岐
ひ の え ま た

村 

（北緯３６度５６分０８秒、東経１３９度１４分３１秒） 

 

１ 調査の経過 

事故の概要 アカギヘリコプター株式会社所属ベル式２１２型ＪＡ９６１７は、令和７年

９月２日（火）、福島県南会津郡檜枝岐村の尾瀬ヶ原で、木道整備工事に伴う物

資輸送のため、機外につり下げた物資を荷下ろしするために降下中、同機を誘

導していた地上作業員が転倒し、つり荷と接触して負傷した。 

調査の概要 主管調査官ほか１名の調査官（令和７年９月５日指名） 

意見聴取（原因関係者）及び意見照会（関係国）を実施 

 

２ 事実情報 
航空機等 

航空機型式：ベル式２１２型 

製造番号：３１２６５、製造年月日：昭和６０年１月１０日 

耐空証明書：第東－２０２４－３９９号、有効期限：令和８年１月８日 

乗組員等 

(1) 機長 ５９歳 

事業用操縦士技能証明書（回転翼航空機） 平成２年２月５日 

 限定事項 陸上多発タービン機 平成７年９月２７日 

ベル式２１２型 平成２５年６月２６日 

特定操縦技能 操縦等可能期間満了日 令和９年８月１５日 

第１種航空身体検査証明書 有効期限：令和８年４月４日 

総飛行時間 ９,１９２時間４０分 

 最近３０日間の飛行時間 １１時間４３分 

同型式機による飛行時間 １０７時間４５分 

 最近３０日間の飛行時間 ５時間５８分 

(2) 機上誘導員（確認整備士） ３４歳 
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ヘリコプター物資輸送業務経験 約２年１１か月 

(3) 誘導員 ５７歳 

ヘリコプター物資輸送業務経験 約１か月 

(4) 現場監督 ４０歳 

ヘリコプター物資輸送業務経験 約５年 

気象 

機長の口述によれば、本航空事故発生時間帯に、事故現場付近は晴れており、ほぼ無風であった。 
発生した事象及び関連情報 

(1) 飛行の経過（図１～４ 参照）  

同機は、尾瀬国立公園の木道
もくどう

整備工事（以下「同工事」という。）の物資輸送のため、０７時 

５０分頃、機長が右前席に、機上誘導員が左前席に着座して、１０ｍのスリングに物資をつり下

げて、事故現場から約９km南東にある、群馬県利根郡片品
かたしな

村の大清水場外離着陸場を離陸した。 

Ａ社（同工事の元請会社）の現場監督、及び２名のＡ社地上作業員（以下「フック員Ａ」及び

「フック員Ｂ」という。）並びにＡ社から同工事の一部を受託したＢ社の誘導員及び２名の交通整

理員の合計６名は、現場付近で打合せや危険予知活動（(4)で後述）を行った後、荷下ろし地点で

作業を開始した。 

物資輸送を開始して間もなく、機長及び機上誘導員は、誘導員の立ち位置がつり荷に対して近

く危険であると感じ、現場監督へ無線通信で、つり荷には接地を確認してから近づくように注意

喚起を行った。しかし、現場監督からの応答が確認できなかったため、機長は、同場外に戻った

際に、アカギヘリコプター株式会社（以下「同社」という。）の営業担当者へ、現場監督に対し、

つり荷には接地を確認してから近づくよう伝えることを依頼した。同営業担当者は電話で現場監

督に連絡し、注意喚起を行った。しかし、その後も状況は改善されなかったため、機上誘導員が

機外スピーカーを使い、６名の地上作業員全員に向けて注意を促し、物資輸送を継続した。 

当日の１８回目の物資輸送中に、荷下ろし地点で、対地高度約１５ｍからつり荷（モッコ、約 

２００cm×約１３０cm×約９０cm、重量約７４０kg）を降下させていた時、同機とつり荷に視線

を向けて後退しながら誘導をしていた誘導員が、地面の穴（約３０cm×約４０cm、深さ約７０

cm）に右足を取られて転倒した。機長は、操縦室外のバックミラーで、誘導員につり荷が重なる

ように見えたため、降下を中止した。ほぼ同時に、機上誘導員が「アップ」をコールし、フック

員Ａも「上昇せよ」の手信号を送った。機長は、直ちに同機を上昇させたが、つり荷は誘導員に

接触した。 

機長は、同機を対地高度約１５ｍまで再度上昇させ、誘導員が付近の木道まで自ら歩いて避難

したのを確認した後、フック員Ａの誘導によって同機を再度降下させ、つり荷を下ろした。その

後、同場外まで飛行して着陸し、以後の物資輸送を取りやめた。 

誘導員は、救助を依頼した防災ヘリコプターで病院へ搬送され、右第６ろ
・

っ
・

骨骨折及び外傷性

気胸と診断された。 

 図１ 事故現場 図２ 誘導員が足を取られた穴 
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(2) 誘導員 

誘導員は、令和７年５月１２日に、同社が実施した同工事の地上作業従事者を対象とした教育

（以下「安全教育」という。）を受講した後、同年７月下旬から本事故発生日を含めた５日間、Ｂ

社の責任者として、同工事でヘリコプターによる物資輸送作業に従事していた。なお、誘導員は

同工事で初めてヘリコプターによる物資輸送作業に従事した。 

誘導員は、安全教育資料で用いられた、同社が作成した「ヘリコプターによる物資輸送の手引

き」（以下「手引書」という。）で、「ヘリコプター資材輸送［シグナルマン信号方法］」（別添１ 

参照）に示されている「ここへ卸せ
原 文 マ マ

」の手信号を行うことで、機長がこの信号を送っている誘導

員を目印にして荷を下ろすと考えていた。このため、できる限り正確な位置に荷下ろしができる

ように、荷下ろし地点に近い位置で、主につり荷に着目して、つり荷と一定の距離を維持するよ

うに後退しながら同機を誘導していたところ、荷下ろし場所付近の地面の穴に右足を取られ、転

倒した。誘導員は、ヘリコプターが徐々に降下し、つり荷が右胸から下半身にかけて僅かに接触

したところでつり荷の降下が止まり、穴から脱出することができたと述べている。 

(3) 本事故現場の環境 

本事故現場周辺は特別保護地区に指定されている、伏流水*1の流路や池塘
ち と う

*2が多く存在する湿原

で、立入りや植物を損傷させる行為などを厳しく制限している場所であり、本事故発生時には、

高さ３０cm程度の草で覆われていた。荷下ろしできる範囲は、資材１包ごとに３ｍ×４ｍの区画

で定められており、地上作業員は、作業前に目視により荷下ろし場所周辺の足元を確認していた

が、誘導員が足を取られた穴を発見することはできなかった。 

(4) 安全教育と作業現場の安全管理 

本事故現場で荷下ろし作業に従事していたＡ社及びＢ社の地上作業員は全員、安全教育を受講

済みであった。 

安全教育で用いられた手引書には、ダウンウォッシュ*3の危険性や作業手順のほか、ヘリコプ

ターの乗組員と地上作業員との連絡手段や誘導に使用する手信号などが記載されていた。しか

し、例えば、誘導員は「ここへ卸せ」の手信号を用いて荷下ろし位置を合図した後には速やかに

退避し、退避後は移動せずに誘導を行うべきであることなど、誘導員の役割と位置取り、及び誘

導時の視線の配り方などに関わる注意事項、並びにそれぞれの手信号を送るときのヘリコプター

と誘導員の位置関係などの具体的な誘導手順に関わる情報は、手引書に示されておらず、また、

                                               
*1 「伏流水」とは、水がしみ込みやすい土地を流れる川が、部分的に地中に潜り込んで流れる部分の水のことをいう。 

*2 「池塘」とは、湿原が形成される過程で、堆積した泥炭層の隙間に水が溜まることで自然に形成された、比較的小

さな池や沼のことをいう。 

*3 「ダウンウォッシュ」とは、ヘリコプターのメインローターが吹き下ろす気流のことをいう。 

  図４ 転倒状況（再現）     図３ 航空事故現場の概要 
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安全教育でも説明されなかった。 

なお、同社の手引書とは別にＡ社は同工事全般の安全管理のために安全教育資料を作成してお

り、同資料には、ヘリコプター輸送工程における作業安全対策として、つり荷が接地するまでは

３～５ｍ離れておくことや、事前に荷下ろし場所周辺の足元を確認すること、また、誘導員は機

長及び機上誘導員から見やすい位置で誘導をすることなどが記載されていた。同資料は、同工事

開始前にＢ社にも配布されており、作業開始前にＡ社及びＢ社の地上作業員で同資料の読み合わ

せが行われたほか、危険予知活動で、つり荷の下に入らないようにすることや、つり荷との間隔

を確保することなどが、地上作業員間で共有されていた。 

一方、機長は、無線通信や同社の営業担当者を経た電話連絡により、つり荷の接地を確認して

からそれに近づくようにと現場監督に注意喚起を行っていたが、現場監督は、この注意喚起が誘

導員に向けられた内容であるとは理解していなかったと述べている。また、現場監督から注意喚

起の伝言を受けた誘導員も、この注意喚起はフック員Ａ及びフック員Ｂに向けられた注意喚起で

あると理解し、自らに向けられた注意喚起とは理解していなかったと述べている。なお、機上誘

導員が機外スピーカーを使用した注意喚起については、いずれの地上作業員も、同機の音が大き

かったために、この機外スピーカーが使用されていることに気付かなかったと述べている。 

 

３ 分析 
(1) 誘導員の受傷について 

誘導員は、誘導員を目印に機長が荷下ろしをすると考え、指定された範囲へ荷下ろしすること

を意識するあまり、足場の悪い環境において、つり荷に近い位置で、後退しながら誘導をしたた

め、地面の穴に気付くことができずに足を取られて転倒した際に、降下してきたつり荷が接触し

て負傷したものと推定される。 

(2) 安全教育と作業現場の安全管理 

① 機長と機上誘導員は、つり荷には接地を確認してから近づくように注意喚起を複数の手段で

試みていたが、いずれの手段でもその意図が明確に伝わらなかったため、状況の改善に至らな

かったものと推定される。また、機長が状況の改善が見られないまま資材の輸送を継続したこ

とも、本事故の要因となったものと推定される。 

② 安全教育で使用されている手引書には、誘導手順に関する具体的な説明がなく、周知される

べき注意事項の記載が不足していたものと考えられる。また、誘導員は、荷下ろし地点からあ

らかじめ安全な距離を取った地点に立ち、移動をせずに誘導することが望ましいが、安全教育

でもこのようなことについての説明が不足しており、乗組員が誘導員の立ち位置を目標に荷下

ろし地点を特定するものではないことなども、説明されていなかったと考えられる。さらに、

周知されている注意事項に関しても、受講者が十分に理解できていなかったものと考えられ

る。 

③ Ａ社は、手引書とは別に安全教育資料を作成しており、作業前の危険予知活動なども行って

いたが、Ｂ社の作業員にはその内容が十分に理解されていなかったものと考えられる。 

④ 作業開始前の打合せや危険予知活動に、機長及び機上誘導員は参加しておらず、当日の物資

輸送に当たっての詳細な運用手順や注意事項などが、乗組員と地上作業員との間で十分に共有

されていなかったと考えられる。また、乗組員と地上作業員が双方向に直接連絡可能な手段は

現場監督に渡された無線機のみであり、意思疎通を図る手段が十分ではなかったと考えられ

る。 

⑤ 地上作業員は、全員で作業前に周辺の足元を確認していたが、周囲が高さ３０cm程度の草に

より覆われていた。また、本事故現場周辺が伏流水の流路や池塘が多く存在する湿原であるた

め、本事故時に気付くことができずに足を取られた穴は足元を確認した時点で地表に露出して



- 5 - 

いなかった可能性が考えられる。これらのことから、この穴を事前に発見することは困難で

あったものと推定される。 

 

４ 原因 

本事故は、足場の悪い環境において、つり荷に近い位置で後退しながら同機を誘導したため、

誘導員が地面の穴に気付くことができずに足を取られて転倒し、降下してきたつり荷が接触し、

負傷したものと推定される。 

誘導員がつり荷に近い位置で同機を誘導したのは、誘導員が同社の安全教育で具体的な誘導手

順や誘導時の注意事項についての情報や理解を十分に得られなかったことに加え、危険を感じた

機長からの注意喚起が誘導員に正しく伝わらないまま、資材の輸送が継続されたためと推定され

る。 

 

５ 再発防止策 

(1) 必要と考えられる再発防止策 
① 同社は、機長が作業開始前にヘリコプターの物資輸送に携わる乗組員や地上作業員と打合せ

を行い、詳細な運用手順や注意事項などを直接共有できるようにしておく必要がある。また、

物資輸送作業中も、乗組員が現場の責任者、誘導員など複数の地上作業員と、常に緊密な意思

疎通を図ることができるよう、双方向に直接連絡可能な手段を確保する必要がある。 

② 機長は、危険を感じた場合には、注意喚起が対象者に正確に伝わり、状況が改善されたこと

を確認するまで、作業を中断する必要がある。 

③ 誘導員は、つり荷及び荷下ろし地点から十分安全な間隔を取り、常に機長や機上誘導員から

見える位置で、移動せずに誘導を行うことが必要である。 

④ 誘導員は、やむを得ず「ここへ卸せ」の手信号を用いて荷下ろし位置を合図する場合にも、

この合図を実施した後は、周囲に注意を払って速やかに退避し、退避後は③で前述した位置

で、移動せずに誘導を行うことが必要である。 

⑤ 同社は、安全教育において、誘導員の役割や具体的な誘導手順、誘導時の注意事項などを周

知する必要がある。 

(2) 本事故後に講じられた再発防止策 

① 同社は次の再発防止策を講じた。 
 安全教育の補足資料の作成及び作業基準書の改訂を行い、地上作業員の作業内容や注意事項

などのほか、以下の内容を明確にした。 

・誘導員の立ち位置、危険位置、誘導する際の注意事項、退避行動及び安全な距離 

・不安全事項が認められた場合の是正手順、及び不安全事項の改善が確認されるまで飛行を中

断すること 

・搭乗員と地上作業員の間の連絡系統、連絡要員の役割及び周知確認を徹底すること 

② Ｂ社は、誘導員は荷下ろし地点に操縦士や機上誘導員から目視できる目印を置き、つり荷及

び荷下ろし地点から５ｍ以上の間隔を確保した位置に立って、移動せずに誘導作業に専念する

ことを社内に周知した。 
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別 添 １ 

 

同社の手引書に掲載されたヘリコプター資材輸送［シグナルマン信号方法］ 

 


